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日本エーエム株式会社の LED 事業の譲受けに関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の臨時取締役会において、以下のとおり、平成 22 年 9 月 6日を以って、日

本エーエム株式会社の一部事業である、LED 事業を譲り受けることについて決議いたしましたの

で、お知らせいたします。 

 尚、本事業譲受けに係る資金は、本日別途決議いたしました平成 22 年 9 月 3日開催予定の当

社臨時株主総会において承認が得られることを条件として実施する第三者割当による新株式発

行等により調達することとしており、当該第三者割当の払込履行を前提として本事業譲受けを実

施するものです。 

 当該第三者割当の詳細については、本日別途公表の【「第三者割当による新株式、転換社債型

新株予約件付社債及び新株予約権の発行」及び「主要株主である筆頭株主の異動及び主要株主の

異動」並びに「その他関係会社の異動」に関するお知らせ】を参照してください。 

 

 

１． 事業譲受けの理由 

当社を取り巻く事業環境は、世界的な金融危機の長期化による信用収縮、半導体市況の悪化が

継続していることによる半導体製造装置市況の低迷の長期化、および、当社の主要な取引先企業

が経営悪化によりライバル会社へ買収されたことによる当社個別事情の悪化といった厳しい状

況下にあります。そのため、当社は、上記のような状況を打開し、業績の向上と、それに伴う財

務基盤の強化を企図して、平成 21 年 7 月に発表の中期事業計画以降、LED 事業を当社の事業ド

メイン加え注力しております。具体的には平成 21 年 12 月 15 日に日本エーエム株式会社と業務

提携契約を締結し、本格的に LED 照明市場へ参入し、序々にではありますが実績を積み上げてお

ります。 

LED 照明市場は、昨今急速に拡大してきており、LED 照明市場は 2009 年の 318 億円から 2015

年には 4倍超の 1,342 億円に成長する見通し（株式会社富士経済）であり非常に魅力的な市場と

いえます。但し、市場参加者も急速に拡大しており競争が激化しつつあることもあります。この

市場で十分な収益をあげ勝ち組として生き残るためには、市場への早期参入、販売実績、魅力的

な商材の仕入ルートと市場への投入能力の確保が重要であると考えております。 



そこで、当社は、具体的な実現手段として当社の事業提携先である、日本エーエム株式会社の

LED 事業部門を一部事業譲受により当社内に取込み、同社の仕入先、販売代理店、ノウハウを活

用し企業価値を増大することを企図し、事業譲受契約を締結するに至りました。 

 

２．事業譲受けの概要 

（１）譲受け部門の内容 

LED 照明及びその部品等の販売、据付並びにメンテナンス業務及び関連する事業 

 

（２）譲受け部門の経営成績 

 平成 22 年 3月期 

売 上 高 647 百万円 

売 上 総 利 益 193 百万円 

営 業 利 益 98 百万円 

 

（３）譲受け資産、負債の項目及び金額 

資  産 負  債 

項  目 帳簿価額 項  目 帳簿価額 

棚 卸 資 産 70 百万円 - 0 百万円 

合  計 70 百万円 合  計 0 百万円 

※上記譲受資産は平成 22 年 4 月 30 日現在のものであり、譲受期日の状況によっては変動する可

能性があります。 

※主要な仕入契約、販売特約店契約（94 店舗）を継承するほか、当該事業に従事する従業員の

一部が転籍（再雇用）する予定であります。 

 

（４）譲受け価額及び決済方法 

譲受け価額 370 百万円（内訳：のれん 300 百万円、LED 在庫他 70 百万円） 

  （予定：譲受日譲受資産の状況によっては変動する可能性があります。） 

決済方法  現金決済 

 

３．譲受けの日程 

平成 22 年 8月 2日（本日）     取締役会決議・事業譲受契約締結 

（平成 22年 9 月 3日        第三者割当承認臨時株主総会日） 

（平成 22年 9 月 6日        第三者割当払込期日） 

平成 22 年 9月 6日      事業譲受日 

 

４．相手先の概要 



（１） 名 称 日本エーエム株式会社 

（２） 所 在 地 東京都中央区東日本橋二丁目 24 番 12 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 守田 俊彦 

（４） 事 業 内 容 

・LED 照明機器、配線器具、配電・制御機器および、これらの関連商品

ならびに応用装置の販売 

・プリプレス機器並びに関連ソフト、オフセット印刷機、オンデマン

ドプリンティングシステム、ポストプレス機器などの販売およびメン

テナンスサービス＆サポート、同関連消耗品の販売 

・複写機、コンピュータ等事務用機器および、これらの部品の販売、

並びに事務用品物品、インキ・記録用紙等印刷材料の販売 

・飲食店業（『東京厨房』の経営） 

（５） 資 本 金 2 億 3,000 万円 

（６） 設 立 年 月 日 1986 年 5 月 7日 

（７） 純 資 産 360 百万円 

（８） 総 資 産 1,932 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 

三新株式会社      22.0％  

有限会社 GS キャピタル  20.6％ 

有限会社ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝｽﾀｰ   20.6％ 

守田俊彦        17.6％ 

溝邉乃利雄       12.2％ 

萩原康三         7.0％ 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関

係はありません。 

人 的 関 係 

当社は、LED 販売に於ける、当該商材仕様の知識習得、

また代理店教育のための知識習得のため、社員３名を

出向派遣しています。 

取 引 関 係 
当社と当該会社との間では、平成２２年４月期以降に 

おいて、仕入約 380 万円の取引関係があります。 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。ま

た、当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当

事者には該当しません。 

 

５．会計処理の概要 

本取引は、企業結合会計基準上の取得として処理を行うことを予定しており、正ののれんが発生



することが見込まれますが、のれんの会計処理が与える影響は年間 60 百万円程度を現時点で見

込んでおります。 

 

６．今後の見通し 

今後の見通しについては、現在策定中でありますが、本事業譲受により LED 事業の強化・拡充が

急速に図られることを想定しており、現段階においては、平成 23 年 6 月期において LED 事業に

よる売上高を 15 億円、営業利益 1億円程度と見込んでおります。 

 

７．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項 

本事業譲受の対価の算定は、独立した第三者の資産査定を勘案し、相手方と交渉の上、当社に

て慎重に検討した結果、譲受け価額を決定しています。 

具体的には、譲受事業の価値について第三者機関であるアドバンストアイ株式会社に算定を依

頼し、DCF 法等複数の評価方法に基づく算定の結果、事業価値（152 百万円 ～ 582 百万円）

との算定結果を得ました。 

 当社は、アドバンストアイ株式会社からの算定結果を参考に慎重に検討を行い、当社及び日本

エーエム株式会社の財務状況、業績予測等の要因を総合的に勘案し、協議・交渉を重ねた結果、

事業譲受対価を 3億 7千万円とすることは、十分に妥当であり、当社株主の利益に資するものと

判断したため、平成 22 年 8 月 2日に開催された当社取締役会における決議を経て、事業譲渡契

約書を締結いたしました。 

今回の事業譲受に関して、日本エーエム株式会社からは、LED 照明機器の在庫商品約 7千万円の

他、日本ファウテクノロジー株式会社、スタンレー電気株式会社等の優良な仕入先 3社との契約、

販売代理店 94 社との契約の移転、LED 事業にノウハウを持つ従業員 18 名の承継および日本エー

エム株式会社が LED 事業において培ってきた販売・施工の実績、ノウハウを当社は承継します。

特に実績やノウハウ、仕入・販売先を事業譲受により一括してかつ短期間に獲得するということ

は、急速に拡大し、かつ新規参入も活発な LED 照明市場において、非常に有効な手段であり中長

期的な企業価値の向上に繋がるものと当社では判断しております。 

 

以 上 


